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原発の地震予測法は「地震規模が過⼩評価に」
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４⽉の熊本地震で⽯垣が崩れた熊本城＝熊

本市中央区で２０１６年５⽉、⼩関勉撮影

熊本地震データの検証で判明

 活断層による地震の規模を予測する計算⼿法

について、４⽉の熊本地震の観測データを基に

妥当性を検証したところ、政府の地震調査委員

会が２００６年に公表した⽅法では、地震の規

模が過⼩評価になるとの研究結果を纐纈（こう

けつ）⼀起・東京⼤地震研究所教授がまとめ

た。５⽇の⽇本地震学会で発表した。

 この計算⼿法は、断層の幅や⻑さの推定を基

に、地震の規模を推定する。原⼦⼒規制委員会は原発の耐震設計の根幹となる基準地震動

（想定する最⼤の揺れ）について、この０６年⽅式を⽤いている。

 纐纈⽒は、マグニチュード（Ｍ）７．３だった熊本地震の本震（今年４⽉１６⽇）のデー

タを基に、０６年⽅式と、断層の⻑さなどから計算する別の式（０９年公表）の⼆つについ

て妥当性を⽐較。その結果、０９年⽅式による予測では「Ｍ７．０〜７．２」と推計できた

のに対し、０６年⽅式では断層の幅、⻑さが短く予測されるなどしたため「Ｍ６．６〜６．

９」と過⼩評価された。このため纐纈⽒は「現状では活断層の揺れの予測は、０９年⽅式が

適切」としている。

 纐纈⽒は、政府の地震調査委員会の強震動評価部会⻑。調査委は短時間に多くの活断層の

揺れを予測するためなどから、⻑さを基に計算する⽅式を０９年に公表。両⽅式を計算マニ

ュアルに併記している。

 ３０年以内に震度６弱以上の揺れに⾒舞われる確率などを⽰した調査委の「全国地震動予

測地図」では、すべての活断層地震で０９年⽅式を使っている。

 纐纈⽒の発表について、原⼦⼒規制庁の担当者は５⽇の記者会⾒で「強震動評価部会の議

論がまとまった段階で、（０９年⽅式を）採⽤すべきか議論する」との⾒解を⽰した。【飯

⽥和樹、酒造唯】
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